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◇令和４年度予算編成にあたって・・・ 

令和４年度和水町の当初予算は、町長の改選を鑑みた骨格予算として編成しています。ま

た、国の令和４年度地方財政対策を考慮して予算編成を行いました。 

地方財政対策では、対前年度比で地方交付税 0.6 兆円（3.5%）増、地方債 3.6 兆円（32.3%）

減の計画とされています。本町財源の約半分をこれらの財源に依存している状況の中、普通

交付税にあっては、令和３年度から一本算定へ完全に移行しています。さらに令和２年度の

国勢調査による人口減少が普通交付税の交付額に影響している状況です。また、自主財源で

ある地方税の収入においても、少子高齢化を背景とした生産年齢人口の減少や新型コロナウ

イルスによる社会経済の低迷する中、個人・法人所得の先行きが見通せない状況です。この

ような財政事情を背景として、漸減した予算編成が求められます。 

 他方では、懸念される高齢化（R4.1.1 現在 高齢化率：42.5％）に伴う社会保障費の伸び

や公共施設・インフラの老朽化に対応した施設の維持補修対策にも備えなければなりません。 

  

１．各会計の当初予算の状況 

 一般会計の令和４年度当初予算の総額は、骨格での予算計上に伴い対前年度比 2億 2,321

万 8 千円（3.0%）減となりました。 

公共施設・インフラ資産を有する特別会計においては、これらの老朽化等により一般会計

からの繰出金が増加傾向にあり、今後さらに増加することが懸念されます。特別会計では、

独立採算の原則を基本に、受益者負担に基づく取り組みが強く求められています。国は特別

会計についても、公営企業会計法適用の指導を強化しており、一般会計からの繰出金に過度

に依存することのないような経営の改善を図ることを求めています。町では、簡易水道事業、

下水道事業など令和５年度の法適化に向けた準備を進めているところです。 

 

第1表

令和3年度 令和4年度

和 水 町 一 般 会 計 7,376,420 7,153,202 △ 223,218 △ 3.0

和 水 町 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 1,329,229 1,318,268 △ 10,961 △ 0.8

和 水 町 介 護 保 険 事 業 会 計 1,475,573 1,490,625 15,052 1.0

和水町特別養護老人ホーム事業会計 496,314 463,030 △ 33,284 △ 6.7

和 水 町 住 宅 用 地 造 成 事 業 会 計 41,978 4,672 △ 37,306 △ 88.9

和 水 町 簡 易 水 道 事 業 会 計 69,711 74,222 4,511 6.5

和 水 町 下 水 道 事 業 会 計 81,504 111,679 30,175 37.0

和水町特定地域生活排水処理事業会計 126,657 122,878 △ 3,779 △ 3.0

和 水 町 春 富 財 産 区 特 別 会 計 208 208 0 0.0

和 水 町 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計 184,753 208,498 23,745 12.9

和 水 町 病 院 事 業 会 計 954,134 928,309 △ 25,825 △ 2.7

合　　　計 12,136,481 11,875,591 △ 260,890 △ 2.1

令和４年度　各会計当初予算の状況

対前年度
増減率

会　　計　　名 増減額
当初予算額

単位：千円・％
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２．一般会計当初予算の概要 

第2-1表

①　歳　入

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

１　町税 816,076 11.06 853,343 11.93 37,267 4.6

13　分担金及び負担金 32,145 0.44 28,590 0.40 △ 3,555 △ 11.1

14　使用料及び手数料 37,820 0.51 38,337 0.54 517 1.4

17　財産収入 8,799 0.12 8,356 0.12 △ 443 △ 5.0

18　寄附金 600,000 8.13 610,000 8.53 10,000 1.7

19　繰入金 737,194 9.99 490,185 6.85 △ 247,009 △ 33.5

20　繰越金 137,917 1.87 53,554 0.75 △ 84,363 △ 61.2

21　諸収入 38,656 0.52 90,828 1.27 52,172 135.0

小　計 2,408,607 32.7 2,173,193 30.4 △ 235,414 △ 9.8

２　地方譲与税 71,417 0.97 79,560 1.11 8,143 11.4

３　利子割交付金 900 0.01 427 0.01 △ 473 △ 52.6

４　配当割交付金 1,800 0.02 1,800 0.03 0 0.0

５　株式等譲渡所得割交付金 1,200 0.02 1,200 0.02 0 0.0

６　法人事業税交付金 5,647 0.08 10,437 0.15 4,790 84.8

７　地方消費税交付金 154,700 2.10 199,000 2.78 44,300 28.6

８　ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 11,000 0.15 10,700 0.15 △ 300 △ 2.7

９　環境性能割交付金 3,000 0.04 3,906 0.05 906 30.2

10　地方特例交付金 2,500 0.03 6,100 0.09 3,600 144.0

11　地方交付税 2,970,300 40.27 3,100,000 43.34 129,700 4.4

12　交通安全対策特別交付金 1,500 0.02 1,350 0.02 △ 150 △ 10.0

15　国庫支出金 798,704 10.83 660,950 9.24 △ 137,754 △ 17.2

16　県支出金 420,645 5.70 399,479 5.58 △ 21,166 △ 5.0

22　町債 524,500 7.11 505,100 7.06 △ 19,400 △ 3.7

小　計 4,967,813 67.3 4,980,009 69.6 12,196 0.2

7,376,420 100.0 7,153,202 100.0 △ 223,218 △ 3.0歳　入　合　計

依
存
財
源

款

令和４年度　一般会計当初予算の概要

　（単位：千円・％）

令和3年度 令和4年度 対前年度比

自
主
財
源

 

≪歳入の概要≫ 

町  税     町民税（個人）は新型コロナ等の影響から、令和 3年度に大幅な減少（1

割減）を見込んでいたものの影響額は少なかった。令和 4 年度は前年度

実績を予算に反映させた結果、21,589 千円（8.5%）増 

一方で町民税（法人）については、令和 3 年度の法人事業税交付金の創

設によって 12,463 千円（23.9%）の減 

固定資産税は太陽光発電施設の増設等による償却資産の課税によって

24,595 千円（6.0%）の増 

地方譲与税    平成 31 年度税制改正において、市町村が実施する森林整備等に必要な財

源に充てるため、森林環境譲与税が創設された。自動車重量譲与税、地

方揮発油譲与税は国税からの配分を受けるもので、直近の実績をもとに

算出した結果、地方譲与税は対前年度比 8,143 千円（11.4%）の増 

法人事業税交付金 平成 31 年度税制改正において、都道府県が納付された法人事業税の一部

を市町村に交付する法人事業税交付金が創設された。予算額は県試算を

もとに、4,790 千円（84.8%）の増 
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地方消費税交付金 県税である地方消費税の配分を受けるもので、交付金総額の約 45%が一

般財源分として、約 55%が社会保障財源分として交付される。社会保障

財源分については、福祉事業等の財源として活用している。予算額は令

和 2年度実績を参考に 44,300 千円（28.6%）の増 

環境性能割交付金 自動車取得税交付金の廃止によって、普通自動車に係る環境性能割交付

金が創設された。半導体不足によって自動車の供給が滞っている状況を

鑑みて、令和２年度実績を参考に 8 割を見込んだ結果、906 千円（30.2%）

の増 

地方交付税    普通交付税は令和３年度から一本算定となった。一方で令和４年度の地

方財政計画では普通交付税について 3.5%の伸びが見込まれており、令和

２年度には地域社会再生事業費、令和３年度には地域デジタル社会推進

費が創設されるなど新たな地域の支援策が講じられている。予算計上に

当たってはこれらの増加要因を考慮して、129,700 千円（4.4%）増を見

込んでいる。 

◎過去の実績（普通交付税） 

H27＝35 億 6,354 万円（臨時財政対策債 2億 3,886 万円） 

H28＝33 億 1,521 万円（臨時財政対策債 1億 8,335 万円） 

H29＝30 億 5,405 万円（臨時財政対策債 1億 7,448 万円） 

H30＝29 億 4,423 万円（臨時財政対策債 1億 6,886 万円） 

H31＝28 億 8,614 万円（臨時財政対策債 1億 2,202 万円） 

R2 ＝29 億 6,048 万円（臨時財政対策債 1億 2,109 万円） 

R3＝ 31 億 8,375 万円（臨時財政対策債 1億 1,681 万円） 

国庫支出金   前年度比 137,754 千円（17.2%）減 

・過年度公共土木災害復旧費負担金 82,840 千円皆減 

・新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金 29,996 千円減 

・新型コロナワクチン接種体制確保事業費国庫補助金 22,696 千円減 

・道路整備交付金 32,074 千円減（骨格予算による影響） 

・道路整備補助金 29,844 千円増（牧野小田線整備、橋梁維持管理費の増） 

寄 附 金   前年度比 10,000 千円（1.7%）増 

          ・企業版ふるさと納税  10,000 千円皆増 

繰 入 金   前年度比 247,009 千円（33.5%）減 

          ・財政調整基金繰入金    270,000 千円減 

・減債基金繰入金       50,000 千円減  

・住宅造成事業会計繰入金  29,310 千円減 

・公共施設整備基金繰入金 113,800 千円増（本庁舎空調工事の影響） 

諸 収 入   前年度比 52,172 千円（135.0%）増 

          ・過年度住民税非課税世帯等臨時交付金 50,700 千円皆増 
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町   債   前年度比 19,400 千円（3.7%）減 

 ・出生祝金支給事業債    11,000 千円皆減（骨格につき未計上） 

 ・農地流動化地域推進事業債  9,200 千円皆減（骨格につき未計上） 

          ・緊急浚渫推進事業債    10,100 千円皆減（骨格につき未計上） 

第2-2表

②　歳　出

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

１　議会費 81,002 1.1 80,295 1.1 △ 707 △ 0.9

２　総務費 1,564,724 21.2 1,615,763 22.6 51,039 3.3

３　民生費 1,853,528 25.1 1,834,421 25.6 △ 19,107 △ 1.0

４　衛生費 776,646 10.5 811,367 11.3 34,721 4.5

６　農林水産業費 275,237 3.7 208,892 2.9 △ 66,345 △ 24.1

７　商工費 113,980 1.5 115,620 1.6 1,640 1.4

８　土木費 713,661 9.7 624,037 8.7 △ 89,624 △ 12.6

９　消防費 255,458 3.5 288,855 4.0 33,397 13.1

10　教育費 540,451 7.3 507,079 7.1 △ 33,372 △ 6.2

11　災害復旧費 161,733 2.2 46,873 0.7 △ 114,860 △ 71.0

12　公債費 1,020,000 13.8 1,000,000 14.0 △ 20,000 △ 2.0

14　予備費 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

歳　出　合　計 7,376,420 100.0 7,153,202 100.0 △ 223,218 △ 3.0

　（単位：千円・％）

款
令和3年度 令和4年度 対前年度比

 

≪歳出の概要≫ 

議会費・・707 千円（0.9%）減 

・議員期末手当   525 千円減 

・議員共済会負担金 504 千円減 

総務費・・51,039 千円（3.3%）増 

・本庁舎空調設備改修工事関連 151,505 千円増 

・職員人件費（再任用・会年職員を含む） 41,276 千円減 

・定住促進補助金 27,830 千円減（骨格につき未計上） 

・空き家バンク活用促進事業補助金 7,600 千円減（骨格につき未計上） 

・結婚支援事業補助金 6,000 千円減（骨格につき未計上） 

・前原地区調整池整備工事 5,742 千円皆減 

・乗合タクシー運行費補助金 4,287 千円減 

民生費・・19,107 千円（1.0%）減 

・特別養護老人ホーム事業会計繰出金 30,216 千円増 

・放課後児童健全育成事業委託料 20,156 千円増 

・後期高齢者医療事業会計繰出金 10,740 千円増 

・保育士等処遇改善臨時特例補助金 5,629 千円皆増 

・施設型給付費（認定こども園等）28,602 千円減 

・施設型給付費（私立保育所） 20,202 千円減 

・後期高齢者医療療養給付費負担金 16,019 千円減 

・出生祝金支給費 11,000 千円減（骨格につき未計上） 

・職員等人件費（再任用・会年職員を含む） 14,700 千円減 
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衛生費・・34,721 千円（4.5%）増 

・旧和水町斎場解体経費 40,466 千円増  

      ・病院事業会計繰出金（出資金・負担金） 26,805 千円増 

      ・一部事務組合（衛生・清掃費）負担金 24,590 千円増 

      ・特定地域生活排水処理事業会計繰出金 9,953 千円増 

      ・乳幼児予防接種（定期）委託料 7,975 千円増 

      ・新型コロナワクチン接種関連業務 51,272 千円減 

      ・健康管理システム更新委託料 15,140 千円皆減 

      ・空家実態調査業務委託料 6,470 千円皆減 

      ・簡易水道事業会計繰出金 5,403 千円減 

農林水産業費・・66,345 千円（24.1%）減 

      ・多面的機能支払交付金 17,187 千円減（骨格につき未計上） 

      ・人・農地問題解決加速化支援（農業次世代人材投資資金） 12,000 千円減 

      ・農業機械等整備補助金 10,716 千円減（骨格につき未計上） 

      ・農地流動化事業補助金 9,286 千円減（骨格につき未計上） 

      ・菊水西排水機場電気設備整備補修工事 9,200 千円皆減 

      ・職員等人件費（再任用・会年職員を含む） 11,018 千円減 

      ・県営圃場整備事業負担金 4,500 千円増 

商工費・・1,640 千円（1.4%）増 

・地域活性化起業人事業費 6,931 千円皆増 

・和水町古墳祭補助金（衣装更新分） 3,000 千円増 

・肥後民家村古民家修繕工事 4,818 千円減（骨格につき未計上） 

・戦国肥後国衆まつり補助金（甲冑購入分） 2,500 千円減 

土木費・・89,624 千円（12.6%）減 

      ・町道測量設計業務委託料 44,900 千円減 

      ・町営住宅維持管理事業（外壁工事等） 47,991 千円減（一部骨格につき未計上） 

      ・江田高野線道路整備事業費 41,051 千円減 

      ・町道側溝等整備工事 34,500 千円減（骨格につき未計上） 

      ・河川緊急浚渫推進事業工事 11,250 千円減（骨格につき未計上） 

      ・町道整備事業土地購入費（江田高野、岩線を除く） 10,406 千円減 

      ・岩線整備事業 9,041 千円減 

      ・町道改良工事（牧野蜻浦線、中路 2号線、栗崎線） 61,000 千円増 

      ・橋梁補修工事（桃ノ木橋、津留下橋） 36,300 千円増 

      ・牧野小田線（歩道）測量設計委託料 23,900 千円増 

消防費・・33,397 千円（13.1%）増 

      ・耐震性貯水槽整備工事（2 基） 13,200 千円皆増 

      ・消防団員報酬 11,485 千円増 
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・自主防災組織助成事業補助金 5,000 千円増（5地区増） 

・一部事務組合（消防費）負担金 4,600 千円増 

・災害活動服（職員用） 3,329 千円皆増 

・消防ポンプ・積載車（1台） 5,775 千円減（骨格につき未計上） 

教育費・・33,372 千円（6.2%）減 

・金栗顕彰事業費（生家、駐車場工事等） 26,863 千円減 

・学校共同調理場職員人件費 7,182 千円減 

・新型コロナ対策事業（体育施設関連） 4,431 千円減 

・田中城跡崖面測量設計・工事費 17,853 千円皆増  

災害復旧費・・114,860 千円（71.0%）減 

・公共土木施設災害復旧費（令和 3 年災） 128,998 千円減 

・文化財災害復旧事業（田中城他） 16,033 千円増 

公債費・・20,000 千円（2.0%）減 

予備費・・増減なし  

 

 

 

 

第2-3表

令和3年度 令和4年度

一 人件費 1,191,602 1,137,014 △ 54,588 15.9 △ 4.6

二 物件費 953,512 953,393 △ 119 13.3 △ 0.0

三 維持補修費 74,118 258,214 184,096 3.6 248.4

四 扶助費 947,268 889,679 △ 57,589 12.4 △ 6.1

五 補助費等 1,311,826 1,186,528 △ 125,298 16.6 △ 9.6

六 普通建設事業費 582,261 494,140 △ 88,121 6.9 △ 15.1

七 災害復旧事業費 154,335 45,837 △ 108,498 0.6 △ 70.3

八 公債費 1,020,000 1,000,000 △ 20,000 14.0 △ 2.0

九 積立金 309,820 311,078 1,258 4.3 0.4

十 投資及び出資金 34,877 38,024 3,147 0.5 9.0

十一 繰出金 774,641 817,135 42,494 11.4 5.5

十二 貸付金 2,160 2,160 0 0.0 0.0

十三 予備費 20,000 20,000 0 0.3 0.0

7,376,420 7,153,202 △ 223,218 100.0 △ 3.0
※「十一　繰出金」について、病院事業会計（法適用）への繰出金は含まない。また、後期高齢者医療
事業会計への負担金については、繰出金の性質を有するため本表に計上されており、「第3表　繰出金
の状況」とは一致しない。

合     計

一般会計当初予算　性質別分析表
単位：千円・％

   性 質 別
予 算 額

増減額 構 成 比 伸率
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３．繰出金の状況 

 

第3表

令和3年度 令和4年度

繰出額 繰出額 増減額 増減率

保険基盤安定化繰出金 73,957 76,796 2,839 3.8

出産育児一時金繰出金 3,360 2,800 △ 560 △ 16.7

財政安定化支援事業繰出金 17,242 16,902 △ 340 △ 2.0

事務費繰出金 19,237 18,909 △ 328 △ 1.7

計 113,796 115,407 1,611 1.4

介護給付費繰出金 171,706 172,643 937 0.5

地域支援事業費繰出金 7,735 9,216 1,481 19.1

低所得者保険料軽減繰出金 18,318 18,224 △ 94 △ 0.5

事務費繰出金 39,653 40,545 892 2.2

計 237,412 240,628 3,216 1.4

保険基盤安定繰出金 53,589 61,838 8,249 15.4

事務費等繰出金 14,423 16,914 2,491 17.3

計 68,012 78,752 10,740 15.8

41,120 35,717 △ 5,403 △ 13.1

48,969 55,904 6,935 14.2

33,140 43,093 9,953 30.0

48,801 79,017 30,216 61.9

591,250 648,518 57,268 9.7

病院事業会計への繰出金

令和3年度 令和4年度

繰出額 繰出額 増減額 増減率

出資金 34,877 38,024 3,147 9.0

医業収益 96,733 92,786 △ 3,947 △ 4.1

医業外収益 104,959 132,564 27,605 26.3

236,569 263,374 26,805 11.3

単位：千円・％

簡易水道事業会計

対前年度比

合　　　計

国
民
健
康
保
険

事
業
会
計

繰出金の状況
単位：千円・％

科　　目
対前年度比

特定地域生活排水処理事業会計

介
護
保
険
事
業

会
計

後
期
高
齢

者
医
療
事

業
会
計

特別養護老人ホーム事業会計

計

下水道事業会計

科　　目

資本的繰出

収益的繰出

特
別
会
計

 

国民健康保険事業会計・・対前年度比で 1,611 千円増 

保険基盤安定化繰出金、出産育児一時繰出金、財政安定化支援事

業繰出金及びの事務費繰出金（職員給与等）は、国の基準により

繰り出すもの。 

介護保険事業会計・・・・対前年度比で 3,216 千円増 

介護給付費繰出金、地域支援事業費繰出金、低所得者保険料軽減

繰出金及び事務費繰出金（職員給与等）は、法定負担分を繰り出

すもの。 

後期高齢者医療事業会計・対前年度比で 10,740 千円増 

保険基盤安定化繰出金、事務費繰出金は、国の基準により繰り出

すもの。 
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簡易水道事業会計・・対前年度比で 5,403 千円減 

下水道事業会計・・・対前年度比で 6,935 千円増 

特定地域生活排水処理事業会計・・対前年度比で 9,953 千円増 

特別養護老人ホーム事業会計・・・対前年度比で 30,216 千円増 

                県内の新型コロナの感染拡大を受け、新規利用者の受け

入れを控えていることから介護サービス費収入が減少し

ている。この状況は令和 4 年度も続くと見込まれ、新型

コロナの影響を考慮した予算計上により繰出金の増とな

った。 

病院事業会計・・対前年度比で 26,805 千円増 

不採算地区病院の運営に要する経費に係る一般会計繰出金については、病

床数に応じた単価を用いて、その一部が特別交付税で措置される。 

 

 

４．地方債の状況 

 

第4表

単位：千円

起債額 元金償還額

18,190 13,990 0 3,570 10,420

197,337 261,893 1,200 29,408 233,685

160,070 97,007 0 28,859 68,148

7,600 3,800 0 3,800 0

23,230 24,670 0 5,149 19,521

186,330 223,060 0 24,900 198,160

6,000 21,360 12,300 2,895 30,765

0 10,100 0 1,010 9,090

2,607,632 2,494,198 168,000 168,742 2,493,456

2,409,124 2,389,851 179,900 376,832 2,192,919

31,334 18,023 0 6,402 11,621

8,600 7,740 0 860 6,880

5,268 3,184 0 1,411 1,773

2,663,221 2,473,575 156,000 304,980 2,324,595

8,323,936 8,042,452 517,400 958,819 7,601,032

135,806 113,320 13,500 26,045 100,775

260,133 241,521 17,800 22,589 236,732

207,755 221,940 18,200 25,925 214,215

442,232 391,225 0 51,582 339,643

1,045,926 968,006 49,500 126,141 891,365

9,369,862 9,010,458 566,900 1,084,960 8,492,397

減 収 補 填 債

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債

減 税 補 填 債

令和4年度末
見込額

一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 債

過 疎 対 策 事 業 債

学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 債

災 害 復 旧 事 業 債

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債

財 源 対 策 債

公 共 事 業 等 債

病 院 事 業

臨 時 財 政 対 策 債

地方債の状況

区　　　　分
令和4年度中増減見込令和2年度末

現在高
令和3年度末

見込額

小　　　計

特 定 地 域 生 活 排 水 処 理 事 業

一
般
会
計

簡 易 水 道 事 業

公 共 下 水 道 事 業

合 併 特 例 事 業 債

※千円未満を四捨五入しているため、小計値及び合計値が算式と一致しないことがあります。

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債

合　　　　計

小　　　計

特
別
会
計

 

≪令和４年度地方債の起債見込額≫ 

 【一般会計】 

災害復旧事業債 1,200 千円の内訳（補助：充 90%、交 95％／単独：充 100%、交 47.5%） 

   令和 3 年 8月豪雨災害に伴う公共土木災害復旧事業 

    ・公共土木債（単独） 道路 2ヶ所（東吉地、下津原）  1,200 千円 
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防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 12,300 千円の内訳  

（充 100%、交 70%） 

    ・土木債 道路整備事業（江田高野、蛇田高野線）    12,300 千円【繰越】 

合併特例事業債 168,000 千円の内訳 （充 95%、交 70%） 

・土木債 単県道路改良事業（負担金）          1,700 千円 

・土木債 道路改良事業（牧野蜻浦、中路 2号、栗崎線） 120,600 千円 

・衛生債 斎場除却事業（和水町斎場）          42,000 千円 

・総務債 旧母子センター除却事業（旧菊水）       3,700 千円 

 

過疎対策事業債 179,900 千円の内訳 （充 100%、交 70%） 

 ハード事業 

  ・消防債 耐震性貯水槽整備事業（寺山、下吉地）     7,700 千円 

・土木債 道路整備事業（江田高野、岩、牧野小田線）  73,300 千円 

・土木債 道路整備事業（桃ノ木橋、津留下橋）     21,400 千円 

・農林水産業債 県営圃場整備事業（辻、上板楠工区）   8,000 千円 

・農林水産業債 間伐作業道整備事業補助金（中和仁）   1,200 千円 

   ソフト事業 

・民生債 子ども医療費助成事業             33,700 千円 

・民生費 幼児英語教育事業                6,000 千円 

・土木債 土木費補助事業                28,600 千円 

 

臨時財政対策債 156,000 千円 

   臨時財政対策債とは、国から地方自治体に交付する地方交付税の原資が不足するため、

不足の一部を地方自治体が借り入れる地方債のこと。臨時財政対策債の元利償還金相当

額は、その全額を後年度の普通交付税（基準財政需要額に算入）によって措置されるこ

とになっている。 

 

【簡易水道事業会計】 

・簡易水道事業債 公会計適用事業            13,500 千円 

 

 

【下水道事業会計】 

・下水道事業債 公会計適用事業            17,800 千円 

 

 

【特定地域生活排水処理事業会計】 

・特定地域生活排水処理事業債（過疎対策事業債 9,100 千円を含む） 

18,200 千円 
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５．基金の状況 

 

第5表

単位：千円

積立額 取崩額

2,982,595 2,760,708 1,059 230,000 2,531,767

886,576 970,695 83 100,000 870,778

3,869,171 3,731,403 1,142 330,000 3,402,545

1,575,473 1,571,715 172 150,000 1,421,887

204,614 205,534 920 0 206,454

11,135 11,136 1 0 11,137

14,623 14,624 1 0 14,625

3,305 3,306 1 0 3,307

1,058,477 1,060,760 5,171 3,000 1,062,931

24,528 18,545 3 2,512 16,036

294,511 277,680 6 0 277,686

13,115 2,543 1 0 2,544

1,977 5,188 3,634 0 8,822

25,174 356,406 300,015 0 656,421

3,100 43,801 6 0 43,807

0 10,000 2 0 10,002

3,230,032 3,581,238 309,933 155,512 3,735,659

7,099,203 7,312,641 311,075 485,512 7,138,204

113,722 113,725 3 0 113,728

2,000 2,000 0 0 2,000

7,214,925 7,428,366 311,078 485,512 7,253,932

100,040 85,053 21 1 85,073

622,003 622,066 73 0 622,139

722,043 707,119 94 1 707,212

7,936,968 8,135,485 311,172 485,513 7,961,144

新型コロナウイルス感染症対策
利子補給基金

基金の状況

区　　　　分
令和2年度末

現在高
令和3年度末

見込額

合併地域振興基金

学校教育施設整備基金

ふるさと応援寄附金基金

合　　　　計

財政調整基金

減債基金

共通基金合計

公共施設整備基金

特
別
会
計

熊本地震復興基金

一
般
会
計

積立基金計

産業廃棄物処理施設地域振興策基金

小　　計

災害対策基金

中山間ふるさと・水と土保全基金

積
立
基
金

小　　計

その他特定目的基金計

　介護保険介護給付費準備基金

　特別養護老人ホーム建設基金

　土地開発基金（定額運用基金）

　収入印紙等購入基金(定額運用基金）

令和4年度末
見込額

社会福祉振興基金

緑化基金

森林環境譲与税基金

令和4年度中増減見込

環境美化基金

 

 

≪一般会計≫ 

【令和４年度 積立額】 

・ 合併地域振興基金（10 億円）、財政調整基金（2 億円）、社会福祉振興基金（2億円）

は、国債等の債券運用によって約 700 万円／年の運用益が生じている。 

・ 森林環境譲与税基金は、譲与税対象事業の執行残を基金積立に回す性格のため、

事業実施状況により変動する。 

・ 令和 2 年度からふるさと応援寄附金基金を創設しており、返礼品等の必要経費を

除した残金（寄附額の 1/2 程度）を積み立てる。 

・ その他の積立金については、預金利子を積み立てるもの。 

【令和４年度 取崩額】 

・ 財政調整基金 230,000 千円、減債基金 100,000 千円を財源調整として歳出に充て

る。 

・ 公共施設整備基金 150,000 千円は、本庁舎空調整備事業費に充てる。 

・ 合併地域振興基金は、果実運用を目的としたものであり、使途については地域住

民の連携強化、地域行事の展開、伝統文化の伝承などのソフト事業に運用益を充

てることとされている。令和 3 年度から運用益の範囲で対象事業に充てることと

しており、令和 4年度は古墳祭衣装の更新経費に充てる。 
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・ 産業廃棄物処理施設地域振興策基金の 2,512 千円は、内田地区の地域振興事業に

使用する。 

・ 熊本地震復興基金は、復旧復興事業、観光拠点整備事業の財源として平成 29 年度

に約 4 千万円の配分を受けた。これまで、金栗顕彰事業、防災マップ、災害備蓄

品の購入等に活用しているところで、令和 4 年度にあっては、令和 3 年度の決算

状況を踏まえて防災事業等に活用したい。（令和 4年度補正による財源組替） 

県からは有効かつ速やかな事業完了が求められている。 

≪特別会計≫ 

   ・特別養護老人ホーム建設基金は、今後予算化される施設の建替えに係る調査、設計、

工事等に対して取り崩しを図りたい。 


